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明 細 書

発明の名称 ：画像診断用カテーテル

技術分野

[0001 ] 本発明は、画像診断用カテーテルに関する。

背景技術

[0002] 近年、生体内の疾患部位等の診断を行 うための診断画像 を取得するために

使用する医療装置 と して、血管内超音波診断法 （I V U S : I n t r a V

a s c u l a r U l t r a S o u n d ) と光干渉断層診断法 （O C T ：

O p t i c a l C o h e r e n c e T o m o g r a p h y リ との両方の

機能を備えるデュアルタイプの画像診断用カテーテルの開発が行われている

(下記特許文献 1 を参照）。

[0003] デ ュアルタイプの画像診断用カテーテルは、超音波送受信部および光送受

信部が先端 に設けられた駆動シャフ 卜と、駆動シャフ 卜が回転可能に揷入さ

れるル一メンを備えるシースと、 を有 している。画像診断用カテーテルによ

つて断層画像 を得 る際には、シースを生体管腔 に挿入 し、駆動シャフ トをシ

—ス内において回転 させつつ後退移動 させることにより、駆動シャフ 卜を先

端側か ら基端側へ移動 させる、いわゆるプルバ ック操作 （中引き操作）や、

駆動シャフ 卜を先端側へ押 し込む押 し込み操作を行 う。 この操作 と同時に、

超音波送受信部は生体管壁に向かって超音波を送信 し、生体管壁において反

射された反射波を受信する。 また、光送受信部 も、同時に、生体管壁に向か

つて光を送信 し、生体管壁において反射された反射光を受信する。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 5 - 1 6 4 6 6 0 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 上記特許文献 1 に開示されているデュアルタイプの画像診断用カテーテル



では、超音波送受信部に対する光送受信部の相対的な位置を固定する機構が

設けられていない。このため、超音波送受信部から送信される超音波の送信

方向に対して光送受信部から送信される光の送信方向を一定方向に保つこと

は困難である。このため、例えば、製造時 （組み立て時）に、各画像診断用

カテーテルの超音波に対する光の相対的な位置を所望の公差内に保つことが

困難となる。

[0006] そこで本発明は、超音波の送信方向に対して光の送信方向を一定方向に保

つことのできる画像診断用カテーテルを提供することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0007] 上記目的を達成する本発明に係る画像診断用カテーテルは、回転可能な駆

動シャフトと、前記駆動シャフトが揷入されるシースと、前記駆動シャフト

の先端に設けられるとともに、超音波送受信部および光送受信部を収容する

ハウジングと、前記ハウジングに固定されるとともに、前記超音波送受信部

に対する前記光送受信部の相対的な位置を固定する位置決め部材と、を有す

る。

発明の効果
[0008] 本発明に係る画像診断用カテーテルによれば、超音波送受信部に対する光

送受信部の相対的な位置は固定される。このため、超音波の送信方向に対し

て光の送信方向を一定方向に保つことができる。

図面の簡単な説明

[0009] [ 図1]本発明の実施形態に係る画像診断用カテーテルに外部装置が接続された

状態を示す平面図である。

[図2]実施形態に係る画像診断用カテーテルの全体構成を概略的に示す図であ

り、図2 ( A ) は、プルバック操作 （中引き操作）を実施する前の画像診断

用カテーテルの側面図、図2 ( B ) は、プルバック操作を実施した際の画像

診断用カテーテルの側面図である。

[図3]実施形態に係る画像診断用カテーテルの先端側の構成を示す拡大断面図

である。



[ 図4 ] 実施形態に係る画像診断用カテーテルの基端側の構成を示す拡大断面図

である。

[ 図5] 実施形態に係る画像診断用カテーテルのハウジングおよび位置決め部材

の構成を示す拡大斜視図である。

[ 図6] 図 5 の 6 _ 6 線に沿う拡大断面図である。

[ 図7] 実施形態に係る画像診断用カテーテルのハウジングおよび位置決め部材

の構成を示す拡大側面図である。

[ 図8] 図 7 の 8 _ 8 線に沿う拡大断面図である。

[ 図9] 実施形態に係る画像診断用カテ一テルの使用例を示す概略図である。

[ 図 10] 生体管腔において、信号送受信部が超音波および光を送信 している様

子を示す概略図である。

[ 図 11] 生体管壁において、超音波の当たる領域 と光の当たる領域を模式的に

示す図である。

[ 図 12] 変形例 1 に係る画像診断用カテーテルの位置決め部材の構成を示す断

面図である。

[ 図 13] 変形例 2 に係る画像診断用カテーテルの位置決め部材の構成を示す断

面図である。

[ 図 14] 変形例 3 に係る画像診断用カテーテルの位置決め部材の構成を示す断

面図である。

発明を実施するための形態

[001 0] 以下、添付 した図面を参照 しながら、本発明の実施形態を説明する。なお

、以下の記載は特許請求の範囲に記載される技術的範囲や用語の意義を限定

するものではない。また、図面の寸法比率は説明の都合上誇張されており、

実際の比率 とは異なる場合がある。

[001 1] 図 1 は、本実施形態に係る画像診断用カテーテル 1 0 0 に外部装置 3 0 0

が接続された状態を示す平面図であり、図 2 は、実施形態に係る画像診断用

カテーテル 1 0 0 の全体構成を概略的に示す図であり、図 3 は、実施形態に

係る画像診断用カテーテル 1 0 0 の先端側の構成を示す図であり、図 4 は、



実施形態 に係 る画像診断用カテーテル 1 0 0 の基端側 の構成 を示す図である

。 また、 図 5 〜図 8 は、実施形態 に係 る画像診断用カテーテル 1 0 0 の要部

である、超音波送受信部 1 4 5 a および光送受信部 1 4 5 b の位置決め機構

の説明に供する図である。 また、 図 9 〜図 1 1 は、実施形態 に係 る画像診断

用カテーテル 1 0 0 の使用例 の説明に供する図である。

[001 2] 本実施形態 に係 る画像診断用カテーテル 1 0 0 は、血管 内超音波診断法 （

I V U S ) と、光干渉断層診断法 （O C T ) との両方の機能 を備 えるデ ュア

ル タイプの画像診断用カテーテルである。 なお、デ ュアル タイプの画像診断

用カテーテル 1 0 0 では、 I V U S のみ によって断層画像 を取得 するモー ド

、 O C T のみ によって断層画像 を取得 するモー ド、 な らび に I V U S および

O C T によって断層画像 を取得 するモー ド、 の 3 種類 のモー ドが存在 し、 こ

れ らのモー ドを切 り替 えて使用することがで きる。 図 1 に示すように、画像

診断用カテーテル 1 0 0 は、外部装置 3 0 0 に接続 されることによって駆動

される。

[001 3] 図 1 〜図 4 を参照 して、画像診断用カテーテル 1 0 0 について説明する。

[0014] 図 1 、 図 2 ( A ) 、 ( B ) に示 すように、画像診断用カテーテル 1 0 0 は

、概説すると、生体の体腔 内に挿入 されるシース 1 1 0 と、 シース 1 1 0 の

基端側 に設 け られた外管 1 2 0 と、外管 1 2 0 内に進退移動可能 に挿入 され

る内側 シャフ ト1 3 0 と、信号 を送受信する信号送受信部 1 4 5 を先端 に有

してシース 1 1 0 内に回転可能 に設 け られる駆動 シャフ ト1 4 0 と、外管 1

2 0 の基端側 に設 け られ内側 シャフ 卜1 3 0 を受容するように構成 されたュ

ニ ッ トコネクタ 1 5 0 と、 内側 シャフ 卜1 3 0 の基端側 に設 け られたハ プ 1

6 0 と、 を有 している。

[001 5] 明細書 の説明においては、画像診断用カテーテル 1 0 0 の体腔 内に揷入 さ

れる側 を先端 または先端側 と称 し、画像診断用カテーテル 1 0 0 に設 け られ

たハ プ 1 6 0 側 を基端 または基端側 と称 し、 シース 1 1 0 の延在方向を軸方

向 と称 する。

[001 6] 図 2 ( A ) に示 すように、駆動 シャフ ト1 4 0 は、 シース 1 1 0 、 シース



1 1 0 の基端 に接続 した外管 1 2 0 、 外管 1 2 0 内に挿入 される内側 シャフ

卜1 3 0 を通 り、ハ プ 1 6 0 の内部 まで延在 している。

[001 7] ハ プ 1 6 0 、 内側 シャフ 卜1 3 0 、駆動 シャフ 卜1 4 0 、及び信号送受信

部 1 4 5 は、 それぞれが一体的に軸方向に進退移動 するように互 いに接続 さ

れている。 このため、例 えば、ハ プ 1 6 0 が先端側 に向けて押 される操作が

なされると、ハ プ 1 6 0 に接続 された内側 シャフ ト1 3 0 は外管 1 2 0 内お

よびュニ ッ 卜コネクタ 1 5 0 内に押 し込 まれ、駆動 シャフ 卜1 4 0 および信

号送受信部 1 4 5 がシース 1 1 0 の内部 を先端側へ移動 する。例 えば、ハ プ

1 6 0 が基端側 に引かれる操作がなされると、 内側 シャフ ト1 3 0 は、 図 1

、 図 2 ( B ) 中の矢印 a 1 で示すように外管 1 2 0 およびユニ ッ トコネクタ

1 5 0 か ら引 き出され、駆動 シャフ ト1 4 0 および信号送受信部 1 4 5 は、

矢印 a 2 で示すように、 シース 1 1 0 の内部 を基端側へ移動 する。

[001 8] 図 2 ( A ) に示 すように、 内側 シャフ ト1 3 0 が先端側へ最 も押 し込 まれ

た ときには、 内側 シャフ 卜1 3 0 の先端部 は中継 コネクタ 1 7 0 付近 まで到

達する。 この際、信号送受信部 1 4 5 は、 シース 1 1 0 の先端付近 に位置す

る。 中継 コネクタ 1 7 0 はシース 1 1 0 と外管 1 2 0 とを接続するコネクタ

である。

[001 9] 図 2 ( B ) に示 すように、 内側 シャフ ト1 3 0 の先端 には抜 け防止用の コ

ネクタ 1 3 1 が設 け られている。抜 け防止用の コネクタ 1 3 1 は、 内側 シャ

フ 卜1 3 0 が外管 1 2 0 か ら抜 け出るのを防止する機能 を有 している。抜 け

防止用の コネクタ 1 3 1 は、ハ プ 1 6 0 が最 も基端側 に引かれた とき、 つ ま

リ外管 1 2 0 およびュニ ッ 卜コネクタ 1 5 0 か ら内側 シャフ 卜1 3 0 が最 も

引 き出された ときに、 ユニ ッ トコネクタ 1 5 0 の内壁の所定の位置 に引 っ掛

るように構成 されている。

[0020] 図 3 に示すように、駆動 シャフ 卜1 4 0 は、可撓性 を有 する管体 1 4 1 を

備 え、 その内部 には信号送受信部 1 4 5 に接続 される電気信号 ケ一 プル 1 4

2 ( 「信号線」 に相 当）および光 ファイバ 1 4 3 が配 されている。管体 1 4

1 は、例 えば軸 まわ りの巻 き方向が異 なる多層の コイル によって構成 するこ



とができる。 コイルの構成材料 として、例えばステ ン レス、 N i _ T i (二

ッケル チタン）合金などが挙げられる。電気信号ケ一プル 1 4 2 は、本実

施形態では、後述するコネクタ部 1 6 5 に設けられた電極端子 1 6 5 a に電

気的に接続される 2 本の信号線 1 4 2 a 、 1 4 2 匕と、を備えている。

[0021 ] 信号送受信部 1 4 5 は、超音波を送受信する超音波送受信部 1 4 5 a と、

光を送受信する光送受信部 1 4 5 匕と、を有 している。

[0022] 超音波送受信部 1 4 5 a は、振動子を備え、パル ス信号に基づ く超音波を

体腔内に送信 し、かつ、体腔内の生体組織か ら反射 してきた超音波を受信す

る機能を有 している。超音波送受信部 1 4 5 a は、電気信号ケ一プル 1 4 2

を介 して電極端子 1 6 5 a (図 4 を参照）と電気的に接続 している。

[0023] 超音波送受信部 1 4 5 a が備える振動子としては、例えば、セラミックス

、水晶などの圧電材を用いることができる。

[0024] 光送受信部 1 4 5 b は、伝送された測定光M L を連続的に体腔内に送信す

るとともに、体腔内の生体組織か らの反射光を連続的に受信する。光送受信

部 1 4 5 b は、光ファイバ 1 4 3 の先端に設けられ、光を集光するレンズ機

能 と反射する反射機能 とを備える光学素子を有する。なお、本実施形態では

、光学素子は、ボール レンズによって構成 している。

[0025] 信号送受信部 1 4 5 は、ハウジング 1 4 6 の内部に収容される。ハウジン

グ 1 4 6 の基端側は駆動シャフ 卜1 4 0 に接続されている。ハウジング 1 4

6 は、円筒状の金属パイプの円筒面に超音波送受信部 1 4 5 a が送受信する

超音波および光送受信部 1 4 5 b が送受信する光の進行を妨げないように開

口部 1 4 6 a が設けられた形状を している。ハウジング 1 4 6 は、例えば、

レーザ一加工等により形成することができる。なお、ハウジング 1 4 6 は、

金属塊か らの削 りだ しゃM I M (金属粉末射出成形）等により形成 してもよ

い。

[0026] ハ ウジング 1 4 6 の先端には、先端部材 1 4 7 が設けられている。先端部

材 1 4 7 は略半球状の外形形状を備えている。先端部材 1 4 7 を半球状に形

成することによって、シース 1 1 0 の内面 との摩擦や引っ掛か りを抑制する



ことができる。なお、先端部材 1 4 7 は、例えば、コイルによって構成 して

いてもよい。また、ハウジング 1 4 6 の先端には、先端部材 1 4 7 が設けら

れていなくてもよい。

[0027] シース 1 1 0 は、駆動シャフ 卜1 4 0 が進退移動可能に揷入されるル一メ

ン 1 1 0 a を備える。シース 1 1 0 の先端部には、シース 1 1 0 に設けられ

たル一メン 1 1 0 a に並設されて、後述する第 2 ガイ ドワイヤWが揷通可能

なガイ ドワイヤル一メン 1 1 4 a を備えるガイ ドワイヤ揷通部材 1 1 4 が取

り付けられている。シース 1 1 0 およびガイ ドワイヤ揷通部材 1 1 4 は、熱

融着等により一体的に構成することが可能である。ガイ ドワイヤ揷通部材 1

1 4 には、X 線造影性を有するマ一力 1 1 5 が設けられている。マ一力 1 1

5 は、 P t 、 A u 等のX 線不透過性の高い金属パイプから構成される。なお

、機械的強度の向上を目的に、上述の P t に I r を混ぜた合金にしてもよい

。さらに、マ一力 1 1 5 は、金属パイプではなく、金属コイルから構成され

てもよい。

[0028] シース 1 1 0 の先端部には、ル一メン 1 1 0 a の内部と外部とを連通する

連通孔 1 1 6 が形成されている。また、シース 1 1 0 の先端部には、ガイ ド

ワイヤ揷通部材 1 1 4 を強固に接合 支持するための補強部材 1 1 7 が設け

られる。補強部材 1 1 7 には、補強部材 1 1 7 より基端側に配置されるル一

メン 1 1 0 a の内部と連通孔 1 1 6 とを連通する連通路 1 1 7 a が形成され

ている。なお、シース 1 1 0 の先端部には、補強部材 1 1 7 が設けられてい

なくてもよい。

[0029] 連通孔 1 1 6 は、プライミング液を排出するためのプライミング液排出孔

である。画像診断用カテーテル 1 0 0 を使用する際は、プライミング液をシ

—ス 1 1 0 内に充填させるプライミング処理を行う。例えば、シース 1 1 0

内にプライミング液を充填させないまま、超音波 S Wを送信させた場合、超

音波送受信部 1 4 5 a の振動子の表面に配置される整合層および空気の音響

インピーダンスの差が大きいことに起因 して、整合層と空気の界面で超音波

S Wが反射 して しまい、超音波 S Wを生体管壁 9 0 0 まで深達させることが



できない虞がある。 これに対 して、 プライミング液 をシース 1 1 0 内に充填

させることによって、 プライミング液は整合層 と音響インピーダンスの値が

近いため、超音波 S W を生体管壁 9 0 0 まで深達させることができる。 ブラ

イミング処理 を行 う際に、 プライミング液 を連通孔 1 1 6 か ら外部 に放出さ

せて、 プライミング液 とともに空気等の気体をシース 1 1 0 の内部か ら排出

することができる。

[0030] シー ス 1 1 0 の軸方向において信号送受信部 1 4 5 が移動する範囲である

シー ス 1 1 0 の先端部は、光や超音波等の検査波の透過性が他の部位に比べ

て高 く形成 された窓部 を構成する。

[0031 ] シー ス 1 1 0 、 ガイ ドワイヤ揷通部材 1 1 4 および補強部材 1 1 7 は、可

撓性 を有する材料で形成 され、その材料は、特 に限定されず、例えば、ス チ

レン系、ポ リオ レフイン系、ポ リウレタン系、ポ リエステル系、ポ リアミ ド

系、ポ リイミ ド系、ポ リブタジエン系、 トランスポ リイソプレン系、 フッ素

ゴム系、塩素化ポ リエチ レン系等の各種熱可塑性エラス トマ一等が挙 げられ

、 これ らのうちの 1 種 または 2 種以上を組合せたもの （ポ リマ一ァロイ、ポ

リマ一ブレン ド、積層体等）も用いることができる。なお、シース 1 1 0 の

外表面には、湿潤時に潤滑性 を示す親水性潤滑被覆層を配置することが可能

である。

[0032] 図 4 に示すように、ハ プ 1 6 0 は、中空形状 を有するハ プ本体 1 6 1 と、

ハ プ本体 1 6 1 の基端側 に接続されるコネクタケー ス 1 6 5 c と、ハ プ本体

1 6 1 の内部 に連通するポ一 卜1 6 2 と、外部装置 3 0 0 との接続を行 う際

にハ プ 1 6 0 の位置 （方向）決めをするための突起 1 6 3 a 、 1 6 3 b と、

駆動 シ ャ フ 卜1 4 0 を保持する接続パイプ 1 6 4 b と、接続パイプ 1 6 4 b

を回転 自在に支持する軸受 1 6 4 c と、接続パイプ 1 6 4 b と軸受 1 6 4 c

の間か ら基端側 に向かってブライミング液が漏れるのを防止するシール部材

1 6 4 a と、外部装置 3 0 0 に接続される電極端子 1 6 5 a および光 コネク

タ 1 6 5 b が内部 に配置されたコネクタ部 1 6 5 と、 を有 している。

[0033] ハ プ本体 1 6 1 の先端部 には内側シャフ 卜1 3 0 が接続されている。駆動



シャフ ト1 4 0 は、ハプ本体 1 6 1 の内部において内側シャフ 卜1 3 0 から

引き出されている。

[0034] ポ一 卜1 6 2 には、ブライミング処理を行う際に、ブライミング液を注入

する注入デバイスS (図 1参照）が接続される。注入デバイスS は、ポ一 卜

1 6 2 に接続されるコネクタS 1 と、コネクタS 1 に接続されるチューブS

2 と、チューブS 2 に接続される三方活栓 S 3 と、三方活栓 S 3 に接続され

るとともに、ブライミング液をポ一 卜1 6 2 に注入可能な第 1 シリンジS 4

および第 2 シリンジS 5 を備えている。第 2 シリンジS 5 は、第 1 シリンジ

S 4 よりも容量が大きく、第 1 シリンジS 4 が注入するブラィミング液の量

が不足 している場合等に、補助的に使用されるシリンジである。

[0035] 接続パイプ 1 6 4 b は、外部装置 3 0 0 によって回転駆動する電極端子 1

6 5 a および光コネクタ 1 6 5 b の回転を駆動シャフ 卜1 4 0 に伝達するた

めに、駆動シャフ 卜1 4 0 を保持する。接続パイプ 1 6 4 b の内部には電気

信号ケ一プル 1 4 2 および光ファイバ 1 4 3 (図 3 を参照）が揷通されてい

る。

[0036] コネクタ部 1 6 5 は、電気信号ケ一プル 1 4 2 と電気的に接続される電極

端子 1 6 5 a と、光ファイバに接続される光コネクタ 1 6 5 b と、を備えて

いる。超音波送受信部 1 4 5 a における受信信号は、電極端子 1 6 5 a を介

して外部装置 3 0 0 に送信され、所定の処理を施されて画像として表示され

る。光送受信部 1 4 5 b における受信信号は、光コネクタ 1 6 5 b を介 して

外部装置 3 0 0 に送信され、所定の処理を施されて画像として表示される。

[0037] 再び図 1 を参照 して、画像診断用カテーテル 1 0 0 は、外部装置 3 0 0 に

接続されて駆動される。

[0038] 上述 したように、外部装置 3 0 0 は、ハプ 1 6 0 の基端側に設けられたコ

ネクタ部 1 6 5 に接続される。

[0039] また、外部装置 3 0 0 は、駆動シャフ 卜1 4 0 を回転させるための動力源

であるモータ3 0 0 a と、駆動シャフ 卜1 4 0 を軸方向に移動させるための

動力源であるモータ3 0 0 b と、を有する。モータ3 0 0 b の回転運動は、



モータ 3 0 0 b に接続 した直動変換機構 3 0 0 c によって軸方向の運動 に変

換 される。直動変換機構 3 0 0 c と しては、例えば、ボールね じや、 ラック

アン ドピニオン機構等を用いることができる。

[0040] 外部装置 3 0 0 の動作は、 これに電気的に接続 した制御装置 3 0 1 によつ

て制御 される。制御装置 3 0 1 は、 C P U ( C e n t r a I P r o c e s

s i n g U n i t ) およびメモ リを主たる構成 と して含む。制御装置 3 0

1 は、モニタ 3 0 2 に電気的に接続 している。

[0041 ] 次 に、図 5 〜図 8 を参照 して、ハ ウジング 1 4 6 における超音波送受信部

1 4 5 a および光送受信部 1 4 5 b の位置決め機構 について説明する。なお

、以下においては、ハ ウジング 1 4 6 において開口部 1 4 6 a が設けられて

いる側 （図 6 の上側）を 「上側」 と称する。 また、図 5 に示すように、画像

診断用カテーテル 1 0 0 を生体管腔 9 0 0 に揷入 していない場合 において、

駆動シャフ ト1 4 0 をまっす ぐに伸ば した状態の回転軸 をY で示す。なお、

画像診断用カテーテル 1 0 0 を生体管腔 9 0 0 に揷入 した状態においては、

生体管腔 9 0 0 の屈曲形状 に沿 って、駆動シャフ 卜の回転軸は屈曲 し得 る。

[0042] 超音波送受信部 1 4 5 a は、図 7 に示すように、バ ッキング部材 2 1 0 に

取 り付 けられている。バ ツキング部材 2 1 0 は、超音波送受信部 1 4 5 a か

らハ ウジング 1 4 6 の開口部 1 4 6 a の反対方向へ向かう超音波を散乱減衰

させる。バ ッキング部材 2 1 0 は、ハ ウジング 1 4 6 の開口咅 1 4 6 a を囲

う縁部 1 4 6 c に取 り付 けられている。 このように、超音波送受信部 1 4 5

a は、バ ッキング部材 2 1 0 を介 してハ ウジング 1 4 6 に固定されている。

なお、バ ッキング部材 2 1 0 をハ ウジング 1 4 6 に固定する方法は特 に限定

されないが、例えば、接着剤 による接着 によって固定することができる。超

音波送受信部 1 4 5 a は、図 6 に示すように、駆動シャフ ト1 4 0 の放射方

向 （径方向 R ) に対 して基端側 に傾斜 した方向に超音波 S W が送信されるよ

うに、ハ ウジング 1 4 6 に固定されている。

[0043] 光送受信部 1 4 5 b は、図 6 に示すように位置決め部材 2 2 0 を介 してハ

ウジング 1 4 6 に固定される。 このため、光送受信部 1 4 5 b の超音波送受



信部 1 4 5 a に対する相対的な位置を定めることができる。その結果、光送

受信部 1 4 5 b から送信される測定光M L の送信方向を、超音波送受信部 1

4 5 a から送信される超音波 S Wの方向に対 して、一定方向に定めることが

できる。このため、例えば、製造時 （組立時）に、各画像診断用カテーテル

の超音波と光の相対的な位置関係を所望の公差内に好適に保つことできる。

[0044] なお、本実施形態では、位置決め部材 2 2 0 は、超音波送受信部 1 4 5 a

から送信される超音波 S W と光送受信部 1 4 5 b から送信される測定光M L

が交差するように、光送受信部 1 4 5 b の位置を固定する。

[0045] 位置決め部材 2 2 0 は、ハウジング 1 4 6 の基端側において、ハウジング

1 4 6 の内面に固定される。位置決め部材 2 2 0 は、図 5 に示すように、円

柱状の外形形状を備えている。位置決め部材 2 2 0 は、図 8 に示すように、

光ファイバ 1 4 3 を固定する光ファイバ固定部 2 1 と、電気信号ケ一プル

を揷通可能な電気信号ケープル揷通部 2 2 2 と、位置決め部材 2 0

のハウジング 1 4 6 に対する周方向の位置を調整するための窪み 2 2 3 と、

を備えている。

[0046] 光ファイバ固定部 2 2 1 は、光ファイバ 1 4 3 を嵌め込み可能な凹状の溝

部 2 2 2 1 a を備えている。溝部 2 2 1 a は、図 6 に示すように、位置決め

部材 2 2 0 を軸方向に貫通 している。溝部 2 2 1 a を軸方向に揷通するよう

にして配置された光ファイバ 1 4 3 の先端に光送受信部 1 4 5 b が接続され

る。このように、位置決め部材 2 2 0 は、光ファイバ 1 4 3 を固定すること

によって光送受信部 1 4 5 b の位置を固定する。

[0047] 位置決め部材 2 2 0 は、図 5 に示すように、ハウジング 1 4 6 の上方から

見た場合に、光送受信部 1 4 5 b が駆動シャフ 卜1 4 0 の回転軸 Y 上に位置

するようにハウジング 1 4 6 に設けられている。このため、超音波送受信部

1 4 5 a および光送受信部 1 4 5 b は、ハウジング 1 4 6 の上方から見た場

合に、駆動シャフ ト1 4 0 の回転軸 Y 上に並んで配置される。また、位置決

め部材 2 2 0 は、図 6 に示すように、光送受信部 1 4 5 b を構成するボール

レンズの湾曲面がハウジング 1 4 6 の上方を向くように、ハウジング 1 4 6



に固定される。光ファイバ 1 4 3 の先端に接続される光送受信部 1 4 5 b は

、駆動シャフ 卜1 4 0 の径方向 Rに対 して先端側に傾斜 した方向に測定光M

L を送信する。このため、超音波送受信部 1 4 5 a から送信される超音波 S

W と光送受信部 1 4 5 b から送信される測定光M L を交差する。

[0048] なお、図 6 に示すように、超音波送受信部 1 4 5 a から送信される超音波

S Wは、若干広がるようにしてハウジング 1 4 6 の外方に伝播する。また、

光送受信部 1 4 5 b から送信される測定光M L も、同様に、若干広がるよう

にしてハウジング 1 4 6 の外方に伝播する。本明細書において 「超音波送受

信部 1 4 5 a から送信される超音波 S W と、光送受信部 1 4 5 b から送信さ

れる測定光M L が交差する」とは、少なくとも、広がりを備えて伝播する超

音波 S Wの伝播領域 （図中の薄灰色で示す領域）と、広がりを備える測定光

M L の伝播領域 （図中の濃灰色で示す領域）が交差することを意味する。

[0049] 本実施形態では、図 1 0 に示すように、超音波送受信部 1 4 5 a からハウ

ジング 1 4 6 の外方 （生体管壁 9 O O b ) に向かって送信される超音波 S W

の中心部分の送信方向D 1 と光送受信部 1 4 5 b からからハウジング 1 4 6

の外方 （生体管壁 9 0 0 b ) に向かって送信される測定光M L の中心部分の

送信方向D 2 (光軸方向）が、ハウジング 1 4 6 の外表面からの距離が長さ

L 1 となる地点 Pで交差するように構成 している。このため、例えば、生体

管腔 9 0 0 に画像診断用カテーテル 1 0 0 を揷入 した場合に、ハウジング 1

4 6 の外表面から生体管壁 9 0 0 b までの距離がおおよそ長さL 1 となる位

置に画像診断用カテーテル 1 0 0 を配置すれば、図 1 1 に示すように、生体

管壁 9 0 0 b 上における超音波 S Wの検査領域 （薄灰色で示す領域）と測定

光M L の検査領域 （濃灰色で示す領域）が、重なるようにすることができる

。なお、距離 L 1 は、画像診断用カテーテル 1 0 0 を揷入する生体管腔 9 0

0 の平均径等に応 じて適宜設定することができる。

[0050] なお、超音波 S Wおよび測定光M L はある程度の広がりを備えている。 こ

のため、少なくとも生体管壁 9 0 0 b 上で超音波 S Wの当たる領域 （薄灰色

で示す領域）のいずれかの部分に測定光M L が当てられていれば、超音波 S



W の検査領域 と測定光 M L の検査領域 を重ねることがで きる。 このため、生

体管腔 9 0 0 の径が生体管腔 9 0 0 の延在方向における位置 によって変化 し

た と しても、超音波 S W の検査領域 と測定光 M L の検査領域 を重ねることが

で きる。

[0051 ] また、本実施形態では、図 6 に示すように、光 ファイバ 1 4 3 と光送受信

部 1 4 5 b の連結部 1 4 3 a を保護すべ く、連結部 1 4 3 a を保護 カバ一 1

4 4 によって覆 っている。ハ ウジング 1 4 6 内には、信号送受信部 1 4 5 、

電気信号ケ一プル 1 4 2 、光 ファイバ 1 4 3 、位置決め部材 2 2 0 等 を配置

するため、ハ ウジング 1 4 6 は、 内径 r 2 (図 8 ( A ) 参照）が大 きい方が

好 ま しい。 しか しなが ら、 シース 1 1 0 の生体管腔 9 0 0 における摺動性 を

好適 に保っため、ハ ウジング 1 4 6 は、外径 は小 さい方が好 ま しく、 また、

強度 を確保するために肉厚 をある程度確保する必要がある。 このため、ハ ウ

ジング 1 4 6 の内径 r 2 (図 8 ( A ) 参照）を大 きく形成するのには限界が

ある。 したが って、ハ ウジング 1 4 6 に収容 される位置決め部材 2 2 0 の外

径 を大 きく形成するのには限界がある。 このため、仮 に、保護 カバ一 1 4 4

によって被覆 された光 ファイバ 1 4 3 の軸 中心が駆動 シャフ ト1 4 0 の回転

軸 Y 上 に位置するように光 ファイバ 1 4 3 を配置すると、保護 カバ一 1 4 4

を含めた光 ファイバ 1 4 3 の外径 r 1 に起因 して、一定の外径 r 3 を備 える

電気信号ケ一プル 1 4 2 ( 2 本の信号線 1 4 2 a 、 1 4 b ) を配置するス

ペース （電気信号ケ一プル揷通部 2 2 2 ) を確保することが困難 になる。 こ

のため、溝部 2 2 1 a は、駆動 シャフ 卜1 4 0 の回転軸 Y よ りも、光送受信

部 1 4 5 b か ら送信 される測定光 M L の送信方向 D 2 に変位 した位置 に設 け

られてお り、光 ファイバ 1 4 3 の先端部 は、駆動 シャフ ト1 4 0 の回転軸 Y

よ りも、光送受信部 1 4 5 b か ら送信 される測定光 M L の送信方向 D 2 に変

位 した位置で固定される。 これによつて、光 ファイバ 1 4 3 よ りも測定光 M

L の送信方向 D 2 と反対側の位置 に電気信号ケーブル 1 4 2 を配置するスぺ

—ス （電気信号ケ一プル揷通部 2 2 2 ) を確保することがで きる。

[0052] 電気信号ケ一プル揷通部 2 2 2 は、溝部 2 2 1 a に連なるとともに、測定



光M L の送信方向D 2 と反対側の位置に設けられた孔部 2 2 2 a を備えてい

る。孔部 2 2 2 a は、略半円状に位置決め部材 2 2 0 をくり抜 くことによつ

て形成 している。孔部 2 2 2 a において、測定光M L の送信方向D 2 と直交

する方向 （図の左右方向）の両側に2 本の信号線 1 4 2 a 、 1 4 2 b のそれ

ぞれが配置される。

[0053] 窪み 2 2 3 は、位置決め部材 2 2 0 の外表面のうち、測定光M L の送信方

向D 2 側の領域に設けられている。また、ハウジング 1 4 6 には、図 5 に示

すように、開口部 1 4 6 a の基端側の部分 （位置決め部材 2 2 0 を収容する

部分）を厚み方向に貫通する切欠き 1 4 6 b ( 「貫通部」に相当）が設けら

れている。位置決め部材 2 2 0 に設けられた窪み 2 2 3 とハウジング 1 4 6

に設けられた切欠き 1 4 6 b は、図 8 に示すように、径方向に重なる位置に

設けられている。また、切欠き 1 4 6 b の幅 L 2 (ハウジング 1 4 6 の周方

向に沿う長さ）は、窪み 2 2 3 の幅 L 3 (位置決め部材 2 2 0 の周方向に沿

う最大長さ）よりも長い。このため、例えば、画像診断用カテーテル 1 0 0

の組み立て時 （製造時）に、切欠き 1 4 6 b から針やピンセッ卜等の治具を

揷入 して窪み 2 2 3 に引っ掛け、位置決め部材 2 2 0 をハウジング 1 4 6 に

対 して回転させ、超音波 S W と測定光M L が交差するように、ハウジング 1

4 6 に対する位置決め部材 2 2 0 の周方向位置を微調整 してから、ハウジン

グ 1 4 6 に対 して固定することができる。なお、位置決め部材 2 2 0 をハウ

ジング 1 4 6 に固定する方法は特に限定されないが、例えば、接着剤によつ

て接着することができる。この場合、例えば、切欠き 1 4 6 b から接着剤を

注入させながら位置決め部材 2 2 0 を回転させて、接着剤を位置決め部材 2

0 の周面に行き渡 らせることによって、位置決め部材 2 2 0 をハウジング

1 4 6 に対 して固定することができる。

[0054] 位置決め部材 2 2 0 は、光ファイバ 1 4 3 を押 し当てた際に、変形 しない

程度の剛性を備える材料によって構成されていることが好ましい。位置決め

部材 2 2 0 をこのような材料によって構成することによって、例えば、接着

剤によって光ファイバ 1 4 3 をハウジング 1 4 6 に直接固定する場合と比較



すると、画像診断用カテーテル 1 0 0 の組み立て時 （製造時）に、超音波送

受信部 1 4 5 a に対する光送受信部 1 4 5 b の相対的な位置を容易に定める

ことができる。

[0055] また、位置決め部材 2 2 0 は、X 線透視下において造影性を備える材料 （

X 線不透過性の材料）を含んでいることが好ましい。位置決め部材 2 2 0 が

このような材料を含むことによって、術者はX 線透視下において、位置決め

部材 2 2 0 およびその先端に設けられた光送受信部 1 4 5 b の位置を容易に

把握することができる。特に本実施形態では、位置決め部材 2 2 0 には、溝

部 2 2 1 a および孔部 2 2 2 a が設けられているため、周方向の位置によつ

て、位置決め部材 2 2 0 の厚みが異なる。例えば、図 8 ( A ) に示すように

、溝部 2 2 1 a が上側に配置されている状態で、矢印X で示すように下側か

ら上側に向かってX 線を照射 した場合、X 線は、溝部 2 2 1 a および孔部 2

a の両方を通過するため、X 線の透過する部分の位置決め部材 2 2 0 の

厚みは薄 く、X 線透視下においては、位置決め部材 2 2 0 は比較的薄 く表示

される。図 8 ( A ) に対 して位置決め部材 2 2 0 を回転させた位置では （図

8 ( B ) に示す位置）、X 線は、孔部 2 2 2 a のみを通過するため、X 線の

透過する部分の位置決め部材 2 2 0 の厚みは比較的厚 く、X 線透視下におい

ては、位置決め部材 2 2 0 は比較的濃 く表示される。このように、X 線透視

下において術者が駆動シャフ 卜1 4 0 を回転させると、位置決め部材 2 0

も連動 して回転 し、位置決め部材 2 2 0 の設けられている領域は回転と連動

して濃淡が変化する。このため、術者は、X 線透視下において、位置決め部

材 2 2 0 の位置をより一層容易に把握することができる。

[0056] なお、光ファイバ 1 4 3 を押 し当てた際に、変形 しない程度の剛性を備え

、かつ、X 線透視下において造影性を備える材料としては、例えば、 P t 、

A u 、 P t - I r 合金等を用いることができる。

[0057] 次に、画像診断用カテーテル 1 0 0 を血管 9 0 0 (生体管腔）に揷入 した

場合の使用例について述べる。

[0058] まず、使用者は、ハプ 1 6 0 を最も基端側に引いた状態で （図 2 ( B ) 参



照）、 ブライミング液 を注入する注入デバィス S をポ一 卜1 6 2 に接続 し、

第 1 シ リンジ S 4 の押 し子を押 してプライミング液 をシース 1 1 0 のル一メ

ン 1 1 O a の内部 に注入する。なお、第 1 シ リンジ S 4 が注入するブライミ

ング液の量が不足 している場合は、第 2 シ リンジ S 5 の押 し子を押 してブラ

イミング液 をシース 1 1 0 のル一メン 1 1 0 a の内部 に注入する。

[0059] プライミング液 をル一メン 1 1 0 a の内部 に注入すると、図 3 に示す連通

路 1 1 7 a および連通孔 1 1 6 を介 して、 プライミング液がシース 1 1 0 の

外部 に放出され、 プライミング液 とともに空気等の気体をシース 1 1 0 の内

部か ら外部 に排出することができる （プライミング処理）。

[0060] プライミング処理後、使用者は、図 1 に示すように、外部装置 3 0 0 を画

像診断用カテーテル 1 0 0 のコネクタ部 1 6 5 に接続する。そ して、使用者

は、ハ プ 1 6 0 をユニ ッ トコネクタ 1 5 0 の基端 に当接するまで押 し込み （

図 2 ( A ) 参照）、信号送受信部 1 4 5 を先端側 に移動 させる。

[0061 ] 次 に、使用者は、イン トロデューサキッ トを使用 して、手首 も しくは大腿

部 にポ一 卜を作成する。次に、第 1 ガイ ドワイヤ （図示省略）を、ポ一 卜を

介 して、心臓の冠動脈入口付近 まで揷入する。次に、第 1 ガイ ドワイヤを伝

つて、ガイデ ィングカテーテル 8 0 0 を冠動脈入口まで導入する。次に、第

ガイ ドワイヤを抜去 し、第 2 ガイ ドワイヤW をガイデ ィングカテーテル 8

0 0 を介 して、病変部 まで揷入する。次に、第 2 ガイ ドワイヤW に沿 って、

画像診断用カテーテル 1 0 0 を病変部 まで揷入する。

[0062] 次 に、図 9 ( A ) に示すように、画像診断用カテーテル 1 0 0 をル一メン

8 0 0 a に沿 って進出させて、ガイデ ィングカテーテル 8 0 0 の先端開口部

か ら突出させる。その後、ガイ ドワイヤル一メン 1 1 4 a に第 2 ガイ ドワイ

ャW を揷通させなが ら、第 2 ガイ ドワイヤW に沿 って画像診断用カテーテル

1 0 0 をさらに押 し進めて血管 9 0 0 内の目的の位置に揷入する。なお、ガ

ィデ ィングカテーテル 8 0 0 と しては、シ リンジ （図示省略）を接続可能な

ポー ト （図示省略）を基端部 に備える公知のガイデ ィングカテーテルを使用

することができる。



[0063] 次に、血管 9 0 0 内の血液を造影剤などのフラッシュ液で血管内の血液を

—時的にフラッシュ液で置換する。前述 したプライミング処理と同様にフラ

ッシュ液が入ったシリンジをガイディングカテーテル 8 0 0 のポ一 卜に接続

し、シリンジの押 し子を押 してフラッシュ液をガイディングカテーテル 8 0

0 のル一メン8 0 0 a の内部に注入する。フラッシュ液は、図 9 ( B ) 中の

矢印C で示すように、ガイディングカテーテル 8 0 0 のル一メン8 0 0 a 内

を通り、その先端開口部を介 して血管 9 0 0 内に導入される。導入されたフ

ラッシュ液により、シース 1 1 0 の先端部の周りの血液が押 し流されて、シ

—ス 1 1 0 の先端部の周囲にフラッシュ液が充満された状態となる。なお、

I V U S のみによって断層画像を取得するモー ドの際は、上述のフラッシュ

液で置換する工程を省略することができる。

[0064] 血管 9 0 0 内の目的の位置で断層画像を得る際、信号送受信部 1 4 5 は

、駆動シャフ ト1 4 0 とともに回転 しつつ基端側へと移動する （プルバック

操作）。プルバック操作と同時に、図 1 0 に示すように、超音波送受信部 1

4 5 a は超音波 S Wを血管壁 9 0 0 b に向けて送信するとともに、血管壁 9

0 0 b において反射された超音波を受信する。また、光送受信部 1 4 5 b も

、同時に、測定光M L を血管壁 9 0 0 b に向けて送信 し、血管壁 9 O O b に

おいて反射された反射光を受信する。なお、前述 したように、超音波送受信

部 1 4 5 a から送信される超音波 S W と光送受信部 1 4 5 b から送信される

測定光M L が交差するため、生体内において超音波によって検査される領域

と、光によって検査される領域を重ねることができる。

[0065] なお、駆動シャフ 卜1 4 0 の回転および移動操作は、制御装置 3 0 1 によ

つて制御される。ハプ 1 6 0 内に設けたコネクタ部 1 6 5 は、外部装置 3 0

0 に接続された状態で回転され、これに連動 して、駆動シャフ ト1 4 0 が回

転する。

[0066] また、制御装置 3 0 1 から送られる信号に基づき、信号送受信部 1 4 5 は

体内に超音波および光を送信する。信号送受信部 1 4 5 が受信 した反射波お

よび反射光に対応する信号は、駆動シャフ 卜1 4 0 および外部装置 3 0 0 を



介 して制御装置 3 0 1 に送 られる。制御装置 3 0 1 は、信号送受信部 1 4 5

か ら送 られて くる信号に基づき体腔の断層画像 を生成 し、生成 した画像 をモ

ニタ 3 0 2 に表示する。

[0067] 以上、本実施形態に係る画像診断用カテーテル 1 0 0 は、回転可能な駆動

シャフ ト1 4 0 と、駆動シャフ ト1 4 0 が揷入されるシース 1 1 0 と、駆動

シャフ ト1 4 0 の先端 に設けられるとともに、超音波送受信部 1 4 5 a およ

び光送受信部 1 4 5 b を収容するハ ウジング 1 4 6 と、ハ ウジング 1 4 6 に

固定されるとともに、超音波送受信部 1 4 5 a に対する光送受信部 1 4 5 b

の相対的な位置を固定する位置決め部材 2 2 0 と、 を有 している。

[0068] このように、超音波送受信部 1 4 5 a に対する光送受信部 1 4 5 b の相対

的な位置は固定されている。 このため、超音波 S Wの送信方向に対 して測定

光M L の送信方向を一定方向に保つことができる。その結果、例えば、製造

時 （組み立て時）に、各画像診断用カテーテル 1 0 0 の超音波 S W に対する

測定光M L の相対的な位置を所望の公差内に保つことができる。

[0069] また、位置決め部材 2 2 0 は、超音波送受信部 1 4 5 a か ら送信される超

音波 S W と光送受信部 1 4 5 b か ら送信される測定光M L が交差するように

、超音波送受信部 1 4 5 a に対する光送受信部 1 4 5 b の相対的な位置を固

定する。 このため、超音波 と光を一定の位置で交差 させることができる。 ま

た、生体内における超音波 S Wの検査領域 と測定光M L の検査領域 を重ねる

ことができる。

[0070] また、駆動シャフ 卜1 4 0 は、光送受信部 1 4 5 b に光学的に接続される

光 ファイバ 1 4 3 を備え、位置決め部材 2 2 0 は、光 ファイバ 1 4 3 を固定

する光 ファイバ固定部 2 2 1 を備えている。 このため、光 ファイバ 1 4 3 を

固定することによって光送受信部 1 4 5 b が測定光M L を送信する方向を容

易に調整することができる。

[0071 ] また、駆動シャフ 卜1 4 0 は、超音波送受信部 1 4 5 a に電気的に接続さ

れる電気信号ケ一プル 1 4 2 を備え、位置決め部材 2 2 0 は、光 ファイバ 1

4 3 よりも、光送受信部 1 4 5 b か ら送信される測定光M L の送信方向 D 2



と反対側の位置に、電気信号ケ一プル 1 4 2 を配置する。このため、光送受

信部 1 4 5 b の光の送受信を妨げることなく電気信号ケ一プル 1 4 2 をハウ

ジング 1 4 6 に収容されている超音波送受信部 1 4 5 a に電気的に接続する

ことができる。

[0072] また、光ファイバ固定部 2 2 1 は、駆動シャフ ト1 4 0 の回転軸 Y よりも

、光送受信部 1 4 5 b から送信される測定光M L の送信方向D 2 に変位 した

位置で、光ファイバ 1 4 3 を固定する。このため、ハウジング 1 4 6 の限ら

れた内部空間において、位置決め部材 2 2 0 は、光ファイバ 1 4 3 および電

気信号ケ一プル 1 4 2 を配置することができる。

[0073] また、光ファイバ固定部 2 2 1 は、光ファイバ 1 4 3 を嵌め込み可能な凹

状の溝部 2 2 1 a を備えている。このため、光ファイバ 1 4 3 を溝部 2 2 1

a に嵌め込むことによって、光ファイバ 1 4 3 の位置を容易に定めることが

できる。

[0074] また、位置決め部材 2 2 0 は、外表面に窪み 2 2 3 を備えており、ハウジ

ング 1 4 6 は、径方向において窪み 2 2 3 と重なる位置に、ハウジング 1 4

6 を厚み方向に貫通する切欠き 1 4 6 b を備えている。このため、切欠き 1

4 6 匕に、針やピンセッ卜等の治具を揷入 して窪み 2 2 3 に引っ掛けること

によって、ハウジング 1 4 6 に収容されている位置決め部材 2 2 0 の位置を

微調整 してから、位置決め部材 2 2 0 をハウジング 1 4 6 に対 して固定する

ことができる。

[0075] 位置決め部材 2 2 0 は、X 線透視下で造影性を備える材料を含む。このた

め、術者は、X 線透視下で位置決め部材 2 2 0 および光送受信部 1 4 5 b の

位置を容易に把握することができる。

[0076] 超音波送受信部 1 4 5 a は、ハウジング 1 4 6 に固定されている。このた

め、光送受信部 1 4 5 b の超音波送受信部 1 4 5 a に対する相対的な位置を

容易に定めることができる。

[0077] < 変形例 1 >

次に、図 1 2 を参照 して変形例 1 に係る位置決め部材 3 2 0 について説明



する。

[0078] 変形例 1 に係る位置決め部材 3 2 0 は、 2 つの部材を組み合わせて構成 し

ている点で、上記実施形態に係る位置決め部材 2 2 0 と相違する。なお、上

記実施形態に係る画像診断用カテーテル 1 0 0 と同一の構成については、同

—の符号を付 し、その説明を省略する。

[0079] 位置決め部材 3 2 0 は、円筒形状の第 1部材 3 2 1 と、第 1 部材 3 1 に

収容される第 2 部材 3 2 2 と、 を備えている。

[0080] 第 1 部材 3 1 はハ ウジング 1 4 6 に収容されている。

[0081 ] 第 2 部材 3 2 2 は、円筒状のパイプの上側に開口部 3 2 2 a が設けられた

形状を している。開口部 3 2 2 a は、第 2 部材 3 2 2 の軸方向に全長に渡 つ

て形成されている。光ファイバ 1 4 3 は、開口部 3 2 2 a を挟んだ両側の端

部 3 2 2 b 、 c ( 「第 1 当接部」、 「第 2 当接部」に相当）に当接するよう

に配置される。 また、電気信号ケ一プル 1 4 2 は、光ファイバ 1 4 3 の下側

(測定光M L の送信方向 D 2 の反対側）を揷通するように して配置される。

[0082] 以上説明 したように、変形例 1 に係る位置決め部材 2 2 0 の光 ファイバ固

定部は、光ファイバ 1 4 3 の周面に当接する第 1 当接部 3 2 2 b と、第 1 当

接部 3 2 2 b か ら離間するとともに、第 1 当接部 3 2 2 b との間に光フアイ

バ 1 4 3 を挟み込み可能な第 2 当接部 3 2 2 c と、 を備えている。 このため

、第 1 当接部 3 2 2 b と第 2 当接部 3 2 2 c の間に光ファイバ 1 4 3 を配置

することで、光ファイバ 1 4 3 の位置を容易に定めることができる。< 変形

例 2 > 次に、図 1 3 を参照 して変形例 2 に係る位置決め部材 4 2 0 につい

て説明する。

[0083] 変形例 2 に係る位置決め部材 4 2 0 は、窪み 4 2 3 を設ける位置において

、上記実施形態に係る位置決め部材 2 2 0 と相違する。なお、上記実施形態

に係る画像診断用カテーテル 1 0 0 と同一の構成については、同一の符号を

付 し、その説明を省略する。

[0084] 窪み 4 2 3 は、位置決め部材 4 2 0 の外表面のうち、測定光M L の送信方

向 D 2 側 と反対側の領域に設けられている。 また、ハウジング 1 4 6 の下方



側には、位置決め部材 2 2 0 を収容する部分を厚み方向に貫通する貫通穴4

4 6 b ( 「貫通部」に相当）が設けられている。位置決め部材 2 2 0 に設け

られた窪み4 2 3 とハウジング 1 4 6 に設けられた貫通穴4 4 6 b は、径方

向に重なる位置に設けられている。また、貫通穴4 4 6 b の幅 L 4 (ハウジ

ング 1 4 6 の周方向に沿う長さ）は、窪み4 2 3 の幅 L 5 (位置決め部材 2

2 0 の周方向に沿う最大長さ）よりも長い。このため、例えば、画像診断用

カテーテル 1 0 0 の組み立て時 （製造時）に、貫通穴4 4 6 b から針やピン

セッ卜等の治具を揷入 して窪み4 2 3 に引っ掛け、超音波 S W と測定光M L

が交差するように、ハウジング 1 4 6 に対する位置決め部材 4 2 0 の位置を

微調整 してから、位置決め部材 4 2 0 をハウジング 1 4 6 に対 して固定する

ことができる。

[0085] 以上説明 したように、位置決め部材に設けられる窪みおよびハウジングに

設けられる貫通部の周方向の位置は特に限定されない。< 変形例 3 > 次に

、図 1 4 を参照 して変形例 3 に係る位置決め部材 5 2 0 について説明する。

[0086] 変形例 3 に係る位置決め部材 5 2 0 は、光ファイバ 1 4 3 の中心軸が駆動

シャフ ト1 4 0 の回転軸 Y と一致する位置に光ファイバ 1 4 3 の先端部を固

定する点において、上記実施形態に係る位置決め部材 2 2 0 と相違する。な

お、上記実施形態に係る画像診断用カテーテル 1 0 0 と同一の構成について

は、同一の符号を付 し、その説明を省略する。

[0087] 位置決め部材 5 2 0 は、ハウジング 1 4 6 に収容される第 1部材 5 1 と

、第 1部材 5 2 1 に収容される第 2 部材 5 2 2 と、を備えている。

[0088] 第 1部材 5 2 1 は、円筒状のパイプの下側に開口部 5 1 a が設けられた

形状をしている。開口部 5 2 1 a に電気信号ケ一プル 1 4 2 が配置される。

[0089] 第 2 部材 5 2 2 は、円柱状の外形形状を備えている。第 2 部材 5 2 2 には

、軸中心を貫通するように貫通穴 5 2 2 a が設けられている。光ファイバ 1

4 3 は、第 2 部材 5 2 2 の貫通穴 5 2 2 a を揷通するようにして固定される

。このため、前述 した光ファイバ固定部が溝部 2 2 1 a によって構成されて

いる場合と比較すると、光ファイバ 1 4 3 の周面を第 2 部材 5 2 2 によって



覆 うことができるため、光 ファイバ 1 4 3 の位置をより一層好適に定めるこ

とができる。なお、上記実施形態で述べたようにハ ウジング 1 4 6 の内径 r

2 は比較的小さ くする必要があるのに加え、変形例 3 においては、第 2 部材

5 2 2 の強度 を維持するために第 2 部材 5 2 2 の厚みをある程度確保する必

要がある。 このため、電気信号ケ一プル 1 4 2 は、第 1 部材 5 2 1 の開口部

5 2 1 a に配置 している。

[0090] 以上、実施形態および変形例 を通 じて本発明に係る画像診断用カテーテル

を説明 したが、本発明は実施形態および変形例 において説明 した構成のみに

限定されることはな く、特許請求の範囲の記載 に基づいて適宜変更すること

が可能である。

[0091 ] 例 えば、上記実施形態では、本発明に係る画像診断用カテーテルを、血管

内超音波診断法 （I V U S ) および光干渉断層診断法 （O C T ) の機能を備

える画像診断用カテ一テルに適用する形態を説明 した。 しか し、本発明に係

る画像診断用カテーテルは、超音波および光を検査波 と して用いる画像診断

用カテーテルである限 り特 に限定されず、例えば、血管内超音波診断法 （I

V U S ) および光周波数領域画像化法 （O F D I : O p t i c a l F r e

q u e n c y D o m a i n I m a g i n g ) の機畲巨を備える画像診断用

カテーテルに適用 してもよい。

[0092] また、例えば、上記実施形態では、位置決め部材が、超音波送受信部か ら

送信される超音波 と光送受信部か ら送信される光が交差するように、超音波

送受信部 に対する光送受信部の位置を固定する形態を説明 した。 しか し、位

置決め部材の構成は、超音波送受信部 に対する光送受信部の相対的な位置を

固定可能である限 り特 に限定されない。例えば、位置決め部材は、超音波送

受信部か ら送信される超音波の送信方向と光送受信部か ら送信される光の送

信方向が平行 となるように、超音波送受信部 に対する光送受信部の相対的な

位置を固定するように構成 してもよい。超音波 と光が平行な場合は、超音波

と光は、駆動シャフ トの軸方向に沿 って一定の距離で離間する。 このため、

例えば、 プルバ ック操作 とともに超音波および光を検査波 と して断層画像 を



複数取得 した場合、超音波と光が一定の距離で離間していることを考慮 して

、複数の断層画像の中から、生体管腔の同じ位置において取得 した超音波を

検査波として取得 した断層画像と光を検査波として取得された断層画像と、

を抽出することができる。

[0093] また、例えば、上記実施形態では、光送受信部は、ボールレンズによって

構成 している形態を説明した。 しかし、光送受信部は、光ファイバから伝播

する軸方向の光を生体管腔内の生体組織に向かって送信 し、かつ、生体組織

において反射された反射光を受信 して光ファイバに伝播可能に構成 している

限り、特に限定されない。例えば、光送受信部は、光学ミラ一によって構成

してもよい。

[0094] 例えば、上記実施形態では、電気信号ケーブル （信号線）は、 2 本のケー

プルによって構成 している形態を説明した。 しかし、電気信号ケ一プルは、

例えば、同軸ケーブル （1本のケ一プル）により構成 してもよい。また、電

気信号ケ一プルは、 2 本のケ一プルを光ファイバ一に巻き付けたッイス 卜べ

ァケ一プルであってもよい。

[0095] 本出願は、 2 0 1 7 年 6 月 2 9 日に出願された日本国特許出願第 2 0 1 7

- 1 7 6 3 1号に基づいており、その開示内容は、参照により全体として

引用されている。

符号の説明
1 0 0 画像診断用カテーテル、

1 1 0 シース、

1 4 0 駆動シャフ 卜、

1 4 2 電気信号ケーブル （「信号線」に相当）、

1 4 3 光ファイバ'、

1 4 5 a 超音波送受信部、

1 4 5 b 光送受信部、

1 4 6 ハウジング、

1 4 6 b 切欠き （「貫通部」に相当）、



2 2 0 、 3 2 0 、 4 2 0 、 5 2 0 位置決め部材、

2 2 1 光 ファイバ固定部、

2 2 1 a 溝部、

2 2 3 、 4 2 3 窪み、

3 2 2 b c 端部 （「第 1 当接部」、 「第 2 当接部」に相 当）、

4 4 6 b 貫通穴 （「貫通部」に相 当）、

D 2 光の送信方向、

M L 測定光 （「光」に相 当）、

S W 超音波、

Y 駆動 シャフ トの回転軸。



請求の範囲

回転可能な駆動 シャフ 卜と、

前記駆動 シャフ トが揷入されるシース と、

前記駆動 シャフ 卜の先端 に設 け られるとともに、超音波送受信部 お

よび光送受信部 を収容するハ ウジングと、

前記ハ ウジングに固定されるとともに、前記超音波送受信部 に対す

る前記光送受信部の相対的な位置 を固定する位置決め部材 と、 を有す

る画像診断用カテーテル。

前記位置決め部材は、前記超音波送受信部か ら送信 される超音波 と

前記光送受信部か ら送信 される光が交差するように、前記超音波送受

信部 に対する前記光送受信部の相対的な位置 を固定する、請求項 1 に

記載の画像診断用カテーテル。

前記位置決め部材は、前記超音波送受信部か ら送信 される超音波 と

前記光送受信部か ら送信 される光が平行 となるように、前記超音波送

受信部 に対する前記光送受信部の相対的な位置 を固定する、請求項 1

に記載の画像診断用カテーテル。

前記駆動 シャフ 卜は、前記光送受信部 に接続 される光 ファイバ を備

え、

前記位置決め部材は、前記光 ファイバ を固定する光 ファイバ固定部

を備 える請求項 1 〜 3 のいずれか 1 項 に記載の画像診断用カテーテル

[ 請求項 5 ] 前記駆動 シャフ 卜は、前記超音波送受信部 に電気的に接続 される信

号線 を備 え、

前記位置決め部材は、前記光 ファイバ よ りも、前記光送受信部か ら

送信 される光の送信方向 と反対側の位置 に前記信号線 を配置する請求

項 4 に記載の画像診断用カテーテル。

[ 請求項 6 ] 前記光 ファイバ固定部 は、前記駆動 シャフ トの回転軸 よ りも、前記

光送受信部か ら送信 される光の送信方向に変位 した位置で、前記光 フ



アイバ を固定する請求項 4 または請求項 5 に記載の画像診断用カテ一

テル。

[ 請求項 7 ] 前記光 ファイバ固定部 は、前記光 ファイバ を嵌め込み可能な凹状の

溝部 を備 える請求項 4 〜 6 のいずれか 1 項 に記載の画像診断用カテ一

テル。

[ 請求項 8 ] 前記光 ファイバ固定部 は、前記光 ファイバの周面 に当接する第 1 当

接部 と、第 1 当接部か ら離間するとともに、第 1 当接部 との間に前記

光 ファィバ を挟み込み可能な第 2 当接部 と、 を備 える請求項 4 〜 6 の

いずれか 1 項 に記載の画像診断用カテーテル。

[ 請求項 9 ] 前記位置決め部材は、前記ハ ウジングに収容 されるとともに、外表

面 に窪みを備 え、

前記ハ ウジングは、前記位置決め部材 を収容する部分 を厚み方向に

貫通する貫通部 を備 える請求項 1 〜 8 のいずれか 1 項 に記載の画像診

断用カテーテル。

[ 請求項 10 ] 前記位置決め部材は、 X 線造影性 を備 える材料 を含む請求項 1 〜 9

のいずれか 1 項 に記載の画像診断用カテーテル。

[ 請求項 11] 前記超音波送受信部 は、前記ハ ウジングに固定されている、請求項

1 〜 1 0 のいずれか 1 項 に記載の画像診断用カテーテル。
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